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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げによる影響が見られますが、アベノミク

スの諸施策により基調的には緩やかな回復を続けています。

 情報通信分野においては、当社グループの主要な取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）にお

かれましては主力サービスである「フレッツ光ネクスト」の提供エリアを拡大しています。平成26年9月末での全

国のブロードバンドサービス契約数は1億255万となり、そのうち光ファイバーは前年同期比137万増の2,600万と

なっています。ブロードバンドサービス全体に対する光ファイバーのシェアは、3.9世代移動通信システム（ＬＴ

Ｅ）が急激に伸びているので、前年同期33％が25％と低減していますが、固定系サービスとしては主流のサービ

スとなっています。今後、光ファイバーサービスは移動通信サービスをはじめとする各種サービスへ「卸売り」

の形で利用されることが期待されます。

 このような状況の中で、当第３四半期における当社グループの受注高はＮＴＴ関連工事ではフレッツ光ネクス

トの新たなエリア拡大があったものの工事の小規模化により減少し、公共・民間分野の工事では消防無線工事や

ＣＡＴＶ工事により増えましたが、全体では103億9百万円（前年同期比4.0％減）となっております。

 売上高はＮＴＴ関連の工事では受注高同様にフレッツ光ネクスト開通工事の小規模化により減少し、公共・民

間分野の工事でも大型工事が減少したことにより97億7千9百万円（前年同期比9.0％減）となっております。

 利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上とコスト改善施策を実施しましたが、売上高の減少

と一時的な工事集中による外注費用の増加や工事の小規模化等により営業損益は2千7百万円の損失（前年同期3億

8百万円の利益）、経常利益は1百万円（前年同期比99.5％減）、四半期純損益は2百万円の損失（前年同期1億9千

2百万円の利益）となっております。

        （単位:百万円） 
 

項 目 当第３四半期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

受 注 高 10,309 10,739 △430 △4.0％

売 上 高 9,779 10,751 △972 △9.0％

営 業 利 益
又は損失(△)

△27 308 △336 －％

経 常 利 益 1 338 △337 △99.5％

四半期純利益
又は損失(△)

△2 192 △195 －％

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債、純資産の状況

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ8億5千9百万円（8.4％）減少の93億2千1

百万円となりました。主な要因は、未成工事支出金8千7百万円の増加と受取手形・完成工事未収入金10億2千2

百万円の減少であります。

 負債の部は、前連結会計年度末に比べ8億2千5百万円（17.9％）減少の37億8千9百万円となりました。主な要

因は、工事未払金4億7千2百万円、未払法人税等1億3千万円及び賞与引当金1億6千4百万円の減少であります。

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ3千4百万円（0.6％）減少の55億3千1百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成27年3月期の連結業績予想につきましては、平成26年11月12日に発表いたしました業績予想から変更はあり

ません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割

引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法か

ら退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更しております。

 なお、この変更に伴う期首の利益剰余金並びに損益に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,969,763 1,953,008 

受取手形・完成工事未収入金 3,848,743 2,826,595 

有価証券 556,211 556,400 

未成工事支出金 48,141 135,770 

材料貯蔵品 38,256 72,246 

繰延税金資産 122,060 177,759 

その他 151,878 158,404 

貸倒引当金 △5,491 △4,167 

流動資産合計 6,729,564 5,876,018 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 599,207 571,241 

土地 1,110,171 1,110,171 

建設仮勘定 － 45,272 

その他（純額） 404,468 408,520 

有形固定資産合計 2,113,848 2,135,205 

無形固定資産 12,766 12,057 

投資その他の資産    

投資有価証券 559,199 596,571 

長期貸付金 803 244 

繰延税金資産 728,843 662,002 

その他 35,927 41,700 

貸倒引当金 － △2,151 

投資その他の資産合計 1,324,773 1,298,367 

固定資産合計 3,451,387 3,445,630 

資産合計 10,180,951 9,321,648 

負債の部    

流動負債    

工事未払金 1,413,349 940,423 

短期借入金 16,640 8,712 

未払法人税等 137,862 7,405 

賞与引当金 229,062 64,154 

完成工事補償引当金 10,353 9,683 

工事損失引当金 1,140 1,140 

その他 597,512 701,337 

流動負債合計 2,405,919 1,732,856 

固定負債    

長期借入金 25,482 22,626 

役員退職慰労引当金 161,416 155,248 

退職給付に係る負債 1,895,253 1,788,123 

負ののれん 17,035 15,124 

長期未払金 100,981 68,017 

その他 8,682 7,688 

固定負債合計 2,208,851 2,056,828 

負債合計 4,614,770 3,789,684 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,000 611,000 

資本剰余金 329,364 329,364 

利益剰余金 4,807,381 4,727,704 

自己株式 △89,973 △90,025 

株主資本合計 5,657,772 5,578,044 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 44,081 68,139 

退職給付に係る調整累計額 △135,673 △117,641 

その他の包括利益累計額合計 △91,591 △49,502 

少数株主持分 － 3,422 

純資産合計 5,566,181 5,531,964 

負債純資産合計 10,180,951 9,321,648 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

完成工事高 10,751,812 9,779,565 

完成工事原価 9,384,030 8,732,277 

完成工事総利益 1,367,781 1,047,287 

販売費及び一般管理費 1,058,803 1,074,916 

営業利益又は営業損失（△） 308,978 △27,628 

営業外収益    

受取利息 939 947 

受取配当金 12,047 12,111 

受取地代家賃 1,403 2,226 

持分法による投資利益 1,211 1,491 

その他 14,978 12,902 

営業外収益合計 30,580 29,679 

営業外費用    

支払利息 624 365 

手形売却損 143 66 

その他 － 1 

営業外費用合計 767 433 

経常利益 338,790 1,617 

特別利益    

固定資産売却益 631 1,699 

特別利益合計 631 1,699 

特別損失    

固定資産売却損 － 32 

固定資産除却損 409 500 

投資有価証券売却損 2,099 － 

特別損失合計 2,508 532 

税金等調整前四半期純利益 336,913 2,784 

法人税、住民税及び事業税 75,193 14,113 

法人税等調整額 80,745 △11,928 

法人税等合計 155,938 2,184 

少数株主損益調整前四半期純利益 180,975 599 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △11,704 3,422 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 192,680 △2,823 

 

- 6 -

北陸電話工事株式会社(1989) 平成27年3月期 第３四半期決算短信



（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 180,975 599 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 24,523 24,057 

退職給付に係る調整額 － 18,031 

その他の包括利益合計 24,523 42,089 

四半期包括利益 205,499 42,688 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 217,204 39,266 

少数株主に係る四半期包括利益 △11,704 3,422 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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